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１ 令和元年度後期高齢者医療特別会計の決算状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歳入 

歳出 

 (Ａ) ３７０，６４７百万円 

 (Ｂ) ３６４，４９８百万円  

(Ｃ) (Ｄ) 

（A-B)＝形式収支  ６，１４９百万円 

（Ｃ）＝精 算 金  ３，６２９百万円 

（Ｄ）＝実質収支  ２，５２０百万円 

・ 医療給付費の伸びが見込みより高く推移したことに 

より、平成 30 年度と比べ剰余金が減少。 

・ 第７期末で剰余金が見込める場合に、第８期（４・５

年度）保険料率の上昇抑制財源に活用可能。 

（Ｂ）＝歳出総額 

（Ａ）＝歳入総額 

第７期（２・３年度） 

保険料率の上昇抑制 

のため活用予定 

(国庫支出金等過不足額) 
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⑴ 特別会計の歳入 

項 目 金額(千円) 

市町村支出金  

（うち保険料） 

63,246,044 

(28,754,307) 

国庫支出金  118,975,501 

府支出金  

（うち財政安定化基金交付金） 

30,383,137 

(424,000) 

支払基金交付金  147,850,171 

特別高額医療費共同事業交付金  168,603 

繰入金  445 

繰越金  9,591,389 

諸収入  431,937 

合 計 370,647,227 

 

 

 
（単位：千円） 

 

  

63,246,044  

118,975,501  

30,383,137  

147,850,171  

168,603  

445  9,591,389  

431,937  

歳入 市町村支出金  

国庫支出金  

府支出金  

支払基金交付金  

特別高額医療費共同事業交

付金  

繰入金  

繰越金  

諸収入  



3 
 

⑵ 特別会計の歳出 

項 目 金額(千円) 

保険給付費 357,915,286 

府財政安定化基金拠出金  142,308 

特別高額医療費共同事業拠出金  173,901 

保健事業費  667,955 

諸支出金 (国・府支出金等精算金等) 5,598,776 

合 計 364,498,226 

 

 

 

 

（単位：千円） 

 

  

357,915,286  

142,308  

173,901  

667,955  

5,598,776  

歳出 
保険給付費  

府財政安定化基金拠出金  

特別高額医療費共同事業

拠出金  

保健事業費  

諸支出金  

＜参考＞ 

項目 件数 金額（千円） 

高額療養費 ８４４，１５３ １６，２４３，１３４ 

高額介護合算療養費 ３０，７２３ ４７１，８８６ 
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２ 被保険者数、医療費等の推移について  

 

 29 年度 30 年度 元年度 

被 保 険 者 数 
（3 月 31 日現在） 

355,825 人 
（3.2％） 

367,925 人 
（3.4％） 

374,873 人 

（3.0％） 

医 療 
給 付 費 

3,288 億円 
（4.7％） 

3,395 億円 
（3.2％） 

3,548 億円 
（4.5％） 

１ 人 当 た り 
給 付 費 

941 千円 
（1.0％） 

942 千円 
（0.1％） 

954 千円 
（1.3％） 

                          （カッコ内は前年度からの伸び率） 

 

 

 

 

３ 保険料収納率の推移について  

⑴ 現年分 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

99.21％ 99.23％ 99.27％ 99.31％ 99.30％ 

  ○元年度 現年分保険料 調定額・収納額・未収額  （金額 千円） 

調定額 収納額 未収額 

28,702,665  28,504,286  198,379  

 

⑵ 滞納繰越分 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

29.86％ 33.42％ 30.23％ 31.11％ 34.20％ 

  ○元年度 滞納繰越分保険料 調定額・収納額・未収額（金額 千円） 

調定額 収納額 未収額 

365,478  125,004  240,474  

・被保険者数の伸び   対前年度比   3.0％（▲0.4pt） 

・１人当たり給付費の増 対前年度比   1.3％（＋1.2 pt） 

・ 対前年度比  

▲0.01pt 

・ 対前年度比 

＋3.09pt 
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４ 健康診査受診率の推移について  

 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

20.3％ 20.7％ 22.2％ 22.1％ 22.5％ 

 

 

 

 

５ 市町村における独自の取組状況について  

 

年度  主な取組 備考 

元 

・ 保健師等による健診受診案内 
・ 健康づくり教室 
・ シルバー農園事業、老人園芸ひろば 
・ 敬老事業 
・ 食の自立支援事業  

・  重症化予防 

・  フレイル対策 

 

 

 【参考：市町村連携強化事業】 

 保険者機能の向上のための３本柱のひとつである「市町村との連携強化」を推進す

るために、市町村における健康事業や広報事業、保健事業に対して補助金を交付（平

成２５年度から健康事業および広報事業、平成３０年度から保健事業を実施）。 

 ① 健康事業 

   健康づくり教室、保健師等による健康相談・保健指導、食の自立支援 

 ② 広報事業 

   健康診査受診勧奨 

 ③ 保健事業 

   重症化予防、フレイル対策、ＫＤＢシステムの活用による健診受診状況等 

の分析 

   

  

・ 対前年度比 ＋0.4pt 
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６ 給付の適正化の取組について  

取組 実施状況 実績等 

第三者 
求償 

 交通事故等、傷病の原因が第三者の行為によ

る医療給付について、第三者に対する求償を進

めるため、対象と思われる被保険者に傷病の原

因を照会するなどし、被害の届出を勧奨。 

[元年度] 

収入 

 約 210 件 

 約 38,000 万円 

返還金 

 医療機関・薬局・施術師等が偽り等によって

不正に、又は誤り等によって不当に診療報酬・

調剤報酬・療養費等を請求し、支払を受けてい

た場合、返還請求を実施。 

 所得税の修正申告等によって被保険者の過

去の所得が増加し、過去の保険証の一部負担金

等の割合が１割から３割に変わった場合や、現

在の１割の保険証に代えて３割の保険証が届

いたのに古い保険証を提示した場合は、差額の

返還請求を実施。 

[元年度] 

収入 

 約 3,500 万円 

療養費

の審査 

 鍼灸等療養費の支給申請に対し、書面の審査

に加え、抽出した被保険者に受療状況を照会

し、不備や疑義のあるものを返戻。 

 海外療養費の支給申請に対し、書面の審査に

加え、27 年度から一部の申請について現地の医

療機関への受診状況の照会を開始。 

[元年度] 

鍼灸等療養費 

 申請 約 93,600 件 

 返戻 約 5,600 件 

海外療養費 

 申請  15 件 

 不支給  0 件 

後発医

薬品差

額通知 

 生活習慣病等に用いられる薬効分類の先発

医薬品を一定日数分以上処方・調剤を受け、後

発医薬品に切り替えると一定以上患者負担が

軽減される被保険者に対して通知。 

[元年度] 

約 15,000 人/年 

利用率（数量割合）  

73.5％ 

医療費

通知 

 健康への関心を高め、また、自身に係る総医

療費の認識により、適正な受診行動を促すとと

もに、医療機関等からの請求内容の確認によ

り、診療報酬等の請求の適正化を図るため、被

保険者に受診記録を年２回通知。（全件医療費

通知。27 年度上半期までは柔道整復・鍼灸等の

受療記録のみ通知） 

 なお、別に実施していた高額療養費受給者に

対する通知は、平成３０年７月の全件医療費通

知の掲載項目充実に伴い廃止。 

[元年度] 

全件分 

約 343,000 人×2 回 
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７ 令和２・３年度保険料率について 

⑴ 保険料率、一人当たり保険料額の推移  

 均等割額 所得割率 最高限度額 
１人当たり 
保険料(※) 

第１期保険料 
（20・21 年度） 45,110 円 8.29％ 50 万円 71,378 円 

第２期保険料 
（22・23 年度） 44,410 円 8.68％ 50 万円 71,441 円 

第３期保険料 
（24・25 年度） 46,390 円 9.12％ 55 万円 74,286 円 

第４期保険料 
（26・27 年度） 47,480 円 9.17％ 57 万円 72,653 円 

第５期保険料 
（28・29 年度） 48,220 円 9.61％ 57 万円 74,994 円 

第６期保険料 
（30・31 年度） 47,890 円 9.39％ 62 万円 76,358 円 

第７期保険料 
（２・３年度） 53,110 円 9.98％ 64 万円 85,951 円 

   ※ １人当たり保険料額は、２箇年の実績額（被保険者実態調査）の平均。 

ただし、２・３年度は、保険料率設定時の試算額。 

 

⑵ 軽減適用状況（令和２年６月現在）  

 人数 構成比 

被保険者数 377,107 人 － 

均等割 

軽減適用 

7 割 

７割 

（本則） 
79,847 人 21.2％ 

７．７５割 

（旧８．５割） 
80,958 人 21.5％ 

５割 40,559 人 10.8％ 

２割 43,013 人 11.4％ 

合計 244,377 人 64.8％ 

被扶養者軽減適用 1,287 人 0.3％ 

軽減額 7,868,888 千円 
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（参考） 

被保険者数等の市町村別状況【元年度】 

 

市町村 
被保険者数 

（ 3 月 31 日現在） 
（人） 

１人当たり 
給付費(※) 
（円） 

保険料 
収納率 
（％） 

健康 
診査 
（％） 

備考 

京都市 200,803 1,013,609 99.10 13.6  

福知山市 12,316 900,604 99.68 21.7  

舞鶴市 13,807 833,368 99.75 39.0  

綾部市 6,940 786,729 99.61 16.6  

宇治市 26,835 914,806 99.41 33.9  

宮津市 4,187 857,031 99.44 19.5  

亀岡市 12,420 930,763 99.43 22.0  

城陽市 12,684 939,192 99.52 41.2  

向日市 7,741 907,568 99.63 49.6  

長岡京市 11,098 856,648 99.60 56.6  

八幡市 10,240 945,033 99.47 42.0  

京田辺市 8,450 911,878 99.68 30.2  

京丹後市 10,997 815,978 99.57 18.1  

南丹市 6,066 882,600 99.51 25.8  

木津川市 8,719 857,569 99.57 32.9  

大山崎町 2,420 885,441 99.90 57.5  

久御山町 2,221 983,830 99.52 46.8  

井手町 1,257 1,047,339 99.57 43.6  

宇治田原町 1,330 1,029,934 99.52 27.9  

笠置町 371 937,395 98.29 21.5  

和束町 888 898,258 98.85 42.4  

精華町 4,222 873,456 99.60 34.9  

南山城村 689 889,507 99.88 22.2  

京丹波町 3,260 790,856 99.65 29.3  

伊根町 568 627,716 100.00 34.0  

与謝野町 4,344 788,038 99.69 24.6  

京都府全体 374,873 954,324 99.30 22.5  

  ※ 平均被保険者数で算出したもの。 
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８ 新型コロナウイルス感染症に係る後期高齢者医療制度における対応について 

国の災害等臨時特例補助金及び特別調整交付金による全額財政支援の下、厚生

労働省の通知を踏まえ、当広域連合では、新型コロナウイルス感染症に関する緊

急対応策として次のとおり実施している。 

両制度に係る申請受付については、各市区町村窓口で行っており、広域連合 

ＨＰ、新聞折込広告、保険料通知への封入チラシなどにより周知を行っている。 

⑴ 傷病手当金 

対象者 
被用者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した者又は発熱等があ

り感染が疑われる者 

支給 

要件 
労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日か

ら労務に服することができない期間 

支給額 

直近３箇月間の給与収入額の合計額を就労日数で除した金額×２／３×日数 

※ 給与等の全部又は一部を受けることができる場合は、支給額が調整される場合

がある。 

適用 
令和２年１月１日～令和２年１２月３１日の間で療養のため労務に服す

ることができない期間 

支給 

実績 
０件（令和２年１０月末日現在）※申請実績もなし。 

 

 ⑵ 減免 

対象者 

① 新型コロナウイルス感染症により、被保険者の属する世帯の主たる

生計維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った者 

② 新型コロナウイルス感染症の影響により、被保険者の属する世帯の

主たる生計維持者の事業収入等の減少が見込まれ、次の要件の全てに

該当する者 

ⅰ 主たる生計維持者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入

（以下「事業収入等」という。）のいずれかの減少額（保険金、損害

賠償等により補填されるべき金額を控除した額）が前年の当該事業収

入等の額の１０分の３以上 

ⅱ 当該世帯の事業収入等に係る所得以外の前年所得の合計額が４００

万円以下であること。 

ⅲ 当該世帯の前年の総所得金額等が１，０００万円以下であること。 

減免額 
上記対象者の① 同一世帯に属する被保険者の保険料の全部 

上記対象者の② 別途算出した保険料額に減免割合を乗じて得た額 



10 
 

適用 
令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期限（特別徴収

の場合は、年金支払日）が設定されているもの 

減免 

実績 

令和元年度保険料 減免件数 ７８１件 減免金額 １４，２１７千円 

令和２年度保険料 減免件数 ８４８件 減免金額 ８１，６８５千円 

（令和２年１０月２日現在） 

 

９ 高齢者保健事業と介護予防等の一体的実施の推進状況について 

「高齢者の医療の確保に関する法律」の改正等により、後期高齢者に対する保

健事業については、被保険者に身近な市町村において国民健康保険事業や介護予

防事業等と一体的に実施することで、切れ目ない支援の実施が図られることとな

るもので、今年度より本格的に開始することとなった。 

当広域連合では、以下のとおり事業を進めているところであり、今後も市町

村・京都府・関係団体との連携の下、保健事業を推進していく。 

 ⑴ 市町村単位での委託契約に基づく事業推進 

○ 高齢者に対する保健事業については、従来から実施してきた個別的支援

（ハイリスクアプローチ）に加え、新たに通いの場等への積極的な関与（ポ

ピュレーションアプローチ）の両方から、府内市町村において事業を実施す

ることとなる。 

個別的支援 

（ハイリスクアプローチ） 

・ 低栄養防止・重症化予防の取組 

・ 重複・頻回受診者や重複投薬者等への相談・指導 

・ 健康状態が不明な高齢者の状態把握、必要なサービスへ

の接続 

通いの場等への 

積極的な関与 

（ポピュレーションアプローチ） 

通いの場等における以下の取組 

・ フレイル予防に係る普及啓発活動、健康教育・相談等 

・ 新たな質問票等を活用したフレイル状態の高齢者等の 

把握、低栄養や筋力低下等の状態に応じた保健指導や 

生活向上支援等 

・ 取組において把握した高齢者の状況に応じた、健診や 

医療の受診、介護サービスの利用の勧奨等 

 

○ 令和２年度は、１５市町と委託契約（１２ページ参照）し、ハイリスクア

プローチでは主として糖尿病性腎症、健康状態不明者への対応、ポピュレー

ションアプローチでは、通いの場への医療専門職の派遣による健康教育・相

談会、健康状態の把握 等が実施されている。（１３～１４ページ参照） 
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＜事業実施に当たって必要な条件＞ 

これらの事業を実施する市町村においては、 

①企画・調整担当及び地域毎に事業推進するための医療専門職の人員配置 

②国民健康保険団体連合会のデータベースシステム（ＫＤＢシステム）等を 

活用したデータ分析・健康課題の明確化、実施事業の計画、事業評価が求 

められ、当広域連合と人件費・所要経費に係る委託契約を締結して実施する 

こととしている。（国からの財政支援あり） 

 

○ 当広域連合では、京都府及び国民健康保険団体連合会との連携により、一

体的実施に関する研修会等を実施 

       ７月７日（月） 市町村担当者向け研修会 

     １０月３０日（金） 市町村企画・調整担当者意見交換会 

 

上記のほか、京都府保健所の協力の下、市町村ヒアリングの実施等、継続的に

事業実施の支援を行っている。 

 

⑵ 関係機関との連携による事業推進 

ア 健康診査質問項目の変更 

   ○ 今回の法改正に伴い、これまで主にメタボ対策に着目した質問項目が、

フレイル等の後期高齢者の特性を踏まえた質問項目に見直された。 

   ○ 当広域連合では、京都府医師会等と協議を重ね、今年度から一部の市町

において、令和３年度から府内全域で新たな質問項目による健康診査の実

施に向けて調整を進めているところである。 

  イ その他 

   ○ 京都府薬剤師会と、重複服薬等の後期高齢者に対する指導事業を委託に

より実施することで協議している。 

 

⑶ 今後の進め方について 

今後も市町村・京都府・関係団体との連携の下、保健事業の事業推進を図る。 

   特に委託による事業実施については、既に委託している市町でのより効果

的な事業実施をデータ分析等により進めるとともに、未実施の市町村との協

議を進め、令和４年度での府内全域での事業実施を目指す。 
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高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施に係る取組状況一覧 

（国調査、令和２年の委託契約より） 

開始時期 
市町村 取組圏域数 

／圏域数 年度 月 

令和２年度
（１５市町） 

４ 京都市 ３／７６ 

４ 舞鶴市 ７／７ 

４ 宮津市 ２／２ 

４ 亀岡市 １／１ 

４ 向日市 １／１ 

４ 長岡京市 ４／４ 

４ 京田辺市 ４／４ 

４ 京丹後市 １／１ 

４ 南丹市 ４／４ 

４ 精華町 ２／２ 

４ 京丹波町 ３／３ 

４ 与謝野町 １／３ 

５ 城陽市 ５／５ 

５ 八幡市 １／４ 

７ 木津川市 ４／４ 

令和３年度 
（７市町） 

福知山市  ／９ 

綾部市  ／３ 

宇治市  ／６ 

大山崎町  ／１ 

久御山町  ／１ 

井手町  ／１ 

宇治田原町  ／１ 

未定 
（４町村） 

笠置町  ／１ 

和束町  ／１ 

南山城村  ／１ 

伊根町  ／１ 

 
 ４３ 
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10 人間ドック助成の見直しについて 

○ 人間ドックは、疾病の早期発見・早期治療に寄与するものとして、当広域連

合では費用助成を実施してきたが、保健指導においては、令和２年度から介護

予防等との一体的な実施を図ることが重点化され、健診結果のデータ活用によ

り、被保険者への保健指導に繋げていくプロセスがより重要視されることとな

った。 

 

○ 一方で、従来から実施されてきた国の人間ドックへの助成制度は、平成２９

年度から段階的に削減、令和２年度をもって廃止される予定である。 

 

○ 当広域連合でも保健事業実施計画の中間見直しにおいて、フレイル対策や重

症化予防への取り組みにおける健診結果等の個別状況に応じた保健指導実施

や、健診結果に応じて医療機関受診や予防・健康づくりに関わる事業への参加

等を促す取組を実施事業に当たっての重点項目として追加したところであり、

健診結果のデータ分析・活用がより重要となってきている。 

 

○ このような中、広域連合としては、限られた予算の中で重点項目をより効果

的・効率的に推進させるため、健診の検査項目を追加し充実を図るとともに、

令和３年度以降、人間ドックへの助成については、検査結果のデータ活用を前

提に当面の間、健康診査とみなして助成することとしている。 

 

 【人間ドック及び健康診査に対する助成制度の状況】 

 
人間ドック 健康診査 

対象者 被保険者 被保険者 

検 査 項 目 
国の標準的な検査項目 

一部のがん健診等の詳細項目 
国の標準的な検査項目 

受 診 者 数 

（令和元年度実績） 

７，９７２人 

市町村によって受診枠あり 

７９，９１８人 

市町村による受診枠なし 

 全体に占める割合 ２．２％ ２２．５％ 

受診者負担 一部負担あり 無料 

概 算 経 費 約４万円 約８千円 

助 成 額 国    約２割負担 

広域連合 約５割負担 

（受診者は約３割負担） 

※令和元年度補助実績額による 

国、市町村、広域連合で 

１／３程度ずつ負担 

              ⇑               ⇓ 

令和３年度以降、人間ドック

も「健康診査」とみなし助成 

令和２年度をもって助成廃止 
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☆ 健康診査の検査強化として、アルブミンの検査を健康診査補助金の対象 

項目に追加、後期高齢者の健康状態の把握を強化 

☆ 令和３年度の人間ドック受診に当たっては、経過措置として一定の条件※ 

の下、ドック受診者を健康診査受診者とみなして健康診査事業費補助金を 

交付することを予定 

 

※一定の条件…市町村が人間ドックへの助成事業を実施する場合、人間ドック

の検査結果データを保健事業等へ活用を図ること。 

       市町村の実施対象経費の１０／１０、上限額は、５，９００円 

（予定）
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11 後期高齢者医療制度の動向について  

⑴ これまでの動向 

年月 内容 

平成２４年 ８月  「社会保障制度改革推進法」が成立 

→ 民主、自民、公明の３党合意による議員立法。後期高齢者医療

制度については、同法で設置される「社会保障制度改革国民会議」

において中長期的に検討される。 

平成２５年 ８月  社会保障制度改革国民会議の報告書 

→ 後期高齢者医療制度創設から既に５年を経過し十分定着してお

り、現行制度を基本としながら必要な改善を行っていくことが適

当とまとめられた。 

１２月  「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関す

る法律（いわゆる「プログラム法案」）」が成立 

→ 内閣総理大臣を本部長とする社会保障制度改革推進本部及び有

識者による社会保障制度改革推進会議を設置し、国民会議の審議

結果等を踏まえた社会保障制度改革を推進する。同法案での高齢

者医療制度については、必要に応じ、見直しに向けた検討を行う。 

平成２６年 ４月  低所得者の保険料軽減対象拡大、７０～７４歳患者負担見直し等

を実施 

６月  「社会保障制度改革推進会議」設置（有識者） 

〃  「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関

係法律の整備等に関する法律」が成立 

→ 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関す

る法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を

構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療

法、介護保険法等の関係法律について所要の整備等を行う。 

 ・ 医療と介護の連携を強化 

 ・ 地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保 

 ・ 地域包括ケアシステムの構築 等 

平成２７年 １月  「医療保険制度改革骨子」決定（社会保障制度改革推進本部） 

→ 持続可能な制度を構築し、医療保険制度を堅持するため、次の

骨子に基づき必要な予算措置を講ずると共に、所要の法案を提出

する。 

 ・ 後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 

 ・ 負担の公平化（入院時の食事代の段階的引上げ、紹介状なし

の大病院受診時の定額負担の導入、後期高齢者医療の保険料軽

減特例（予算措置）の見直し等） 
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 ・ 患者申出療養の創設 等 

４月  低所得者の保険料軽減対象拡大 

５月  「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等一

部改正法律」が成立 

 → プログラム法に基づく措置として、持続可能な医療保険制度を

構築するため、国保をはじめとする医療保険制度の財政基盤の安

定化、負担の公平化、医療費適正化の推進、患者申出療養の創設

等の措置を講ずる。 

   (高確法関係※1) 

 ・ 後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 

 ・ 入院時の食事代の段階的引上げ（低所得者、難病･小児慢

性特定疾病患者の負担は引き上げない） 

 ・ 紹介状なしの大病院受診時の定額負担の導入 

 ・ 患者申出療養の創設 等 

※1 平成 27 年度から順次実施  

平成２８年 ４月  低所得者の保険料軽減対象拡大 

６月  「経済財政運営と改革の基本方針 2016」（いわゆる「骨太の方針

2016」）を閣議決定 

→ 「経済・財政再生計画」に掲げる 44の改革項目について、改革

工程表に沿って、着実に実行。その中で、以下のような取組を推

進。 

 ・ 医療費の地域差の半減に向け、医療費適正化基本方針に係る

追加検討。 

 ・ 保険者によるデータの集約・分析、保健事業の共同実施の支

援等によりデータヘルスを強化。 

 ・ 保険者機能強化、高齢者の自立支援・介護予防等を通じた給

付の適正化に向けた取組へのインセンティブ付け等に係る制度

的枠組み等について検討。  

平成２９年 ４月 低所得者の保険料軽減対象拡大 

６月 「経済財政運営と改革の基本方針 2017」（いわゆる「骨太の方針

2017」）を閣議決定 

→ 全ての団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年度（平成 37 年度）

を見据え、データヘルスや予防等を通じて、国民の生活の質を向

上させるとともに、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、

これを次世代に引き渡すことを目指す。 

・ 地域医療構想の実現、医療計画・介護保険事業計画の整合的

な策定等  

平成３０年 ４月 低所得者の保険料軽減対象拡大 
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６月 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（いわゆる「骨太の方針

2018」）を閣議決定（「少子高齢化の克服による持続的な成長経路の

実現」）を閣議決定 

→ 全世代型の社会保障制度を構築し、世界に冠たる国民皆保

険・皆年金の維持、そして次世代への継承を目指す。 

・ 社会保障改革を軸とする「基盤強化期間」(2019～2021 年度)

の設定 

・ 高齢者の通いの場を中心とした介護予防や生活習慣病等の疾

病予防・重症化予防、就労・社会参加支援を都道府県と連携し

つつ市町村が一体的に実施する仕組みを検討 

・ 負担能力に応じた公平の負担、給付の適正化、自助と共助の

役割分担の再構築 

９月 全世代型社会保障検討会議設置 

１２月 全世代型社会保障検討会議中間報告 

・ 今後団塊の世代が後期高齢者になり、現役世代の負担が大きく

上昇することが想定される中、現役並み所得者を除く後期高齢

者の自己負担割合について、一定所得以上の後期高齢者は窓口

の負担割合を２割としていく検討を進め、令和２年夏までに最

終報告をまとめる。 

令和２年２月 社会保障審議会医療保険部会（厚生労働省）における検討開始 

４～５月 新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を踏まえ部会の議論中止 

６月 全世代型社会保障検討会議第２次中間報告 

・ 元年１２月の中間報告で示された方向性や進め方に沿った検討

を更に進め、本年末の最終報告において取りまとめる。 

 

 ⑵ 後期高齢者の窓口負担の検討 

○ 経済財政運営と改革の基本方針 2019（令和元年６月２１日閣議決定）にお

いて、「社会保障の給付と負担の在り方の検討に当たっては、……、骨太の

方針 2018 及び改革工程表の内容に沿って、総合的な検討を進め、骨太の方

針 2020 において、給付と負担の在り方を含め社会保障の総合的かつ重点的

に取り組むべき政策を取りまとめる。」とされた。 

○ その後、全世代型社会保障検討会議や社会保障審議会医療保険部会におい

て、現役並み所得者を除く後期高齢者の自己負担割合について、低所得の方

に十分配慮した上で、一定所得以上の後期高齢者は、窓口の負担割合を２割

としていくとする検討が進められ、令和元年１２月の全世代型社会保障検討

会議の中間報告では、令和２年夏までに最終報告をまとめることとされた。 
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○ しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、議論が中止となり、

令和２年６月の全世代型社会保障検討会議第２次中間報告では、これまでの

方向性や進め方に沿って、更に検討を進め、本年末の最終報告において取り

まとめるとされた。 

窓口負担の在り方以外の医療保険制度の給付と負担に関わる項目として 

① 所得だけでなく、資産の保有状況を評価した「能力」に応じた負担 

② 現役並み所得の判断基準の見直し 

③ 薬剤の自己負担の引上げ 

④ 大病院への患者集中の防止及びかかりつけ医機能の強化を図るため 

の定額負担の拡大     など 

  

⑶ マイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認システム等の導入） 

○ マイナンバーカードを健康保険証として利用できる仕組みを令和３年 

３月から運用開始予定。 

○ 当該利用による被保険者としてのメリットとしては、①マイナンバーカー

ドのみの提示で受診が可能となること、②限度額適用認定証や限度額適用・

標準負担額減額認定証の持参が不要となること、③被保険者自身がマイナポ

ータルで薬剤情報や特定健診情報を確認（２０２１年秋頃予定）できるようにな

ること、などが挙げられる。 

○ 利用に当たっては、被保険者自身でマイナンバーカードとカードリーダー

機能を備えたデバイス（スマートフォン、ＰＣ＋ＩＣカードリーダー）を用

いて利用の申込みを行う必要がある。（２２ページ参照） 

○ 医療機関等で利用する際には、被保険者本人が医療機関等に設置される

「顔認証付きカードリーダー」にカードをかざし、医療機関等による被保険

者情報の閲覧への同意を行うことにより、被保険者の資格確認を行うとして

いる。（２３ページ参照） 

○ 医療機関等は、国保中央会等の支払審査機関が保有する「中間サーバー」

から「オンライン資格確認システム」に取り込まれた情報※を得ることがで

きる。（２４～２５ページ参照） 

※オンライン資格確認システムにより得られる情報（後期高齢者の場合） 

「加入者資格情報」、「被保険者証等情報」、「限度額適用認定証関連情報」、 

「後期高齢者医療健診情報」、「薬剤情報」、「医療費情報」 
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○ 国は、利用開始予定時点で、６割程度の導入を目標としているが、医療機

関等におけるオンライン資格確認システムの準備状況として、顔認証付きカ

ードリーダーの申込数が令和２年１０月１１日現在で１４．５％。一方、マ

イナンバー交付枚数に対する利用申込数の割合は４．４％となっており、国

も利用拡大に向けた更なる対応を進めるとしている。（２６ページ参照） 

    

【後期高齢者医療制度におけるマイナンバーカード取得促進策等】 

●マイナンバーカードの取得促進に向けた取組 

・ 市町村のマイナンバーカード発行担当部局と国保・高齢者医療担当部局

との連携を強化した上で、 

✓ 未取得者への取得勧奨の共同実施や窓口での初回登録に係る協力体制

の構築等 

✓ 被保険者証の更新時等においてマイナンバーカード未取得者である 

後期高齢者医療制度の被保険者に対する個別の取得勧奨  

※ リーフレット、申請書類の送付など 

・ 書類提出のための市町村窓口来訪者に対する取得勧奨 

・ 健康診断や健康づくり事業主等の主催イベントにおける取得勧奨、 

市町村の出張申請窓口の開設協力 

・ 被保険者証の更新時（１年又は２年毎）、保険料額決定通知書、医療費 

通知、広報紙等被保険者あて通知の発送時における取得勧奨 
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「第１３１回社会保障審議会医療保険部会（令和２年１０月１４日開催）」の配布資料より  
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「第１３１回社会保障審議会医療保険部会（令和２年１０月１４日開催）」の配布資料より  

 

 

 

 

 



24 
 

厚生労働省保健局「医療保険者におけるオンライン資格確認等の導入について 

（概要説明）（令和２年３月）」より 
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厚生労働省保健局「医療保険者におけるオンライン資格確認等の導入について 

（概要説明）（令和２年３月）」より 
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「第１３１回社会保障審議会医療保険部会（令和２年１０月１４日開催）」の配布資料より  
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（参考） 

要望・要請について 
【厚生労働大臣への全国後期高齢者医療広域連合協議会の要望活動】 

 

高齢者を取り巻く環境は、ＩｏＴやビックデータ、ＡＩといったＩＣＴの進化

に伴う社会の変革をはじめ、大規模災害や新型コロナウイルス感染症等の予期せ

ぬ事態に見舞われるなど、著しく変化している状況である。 

そのような中、高齢者数は２０４０年にピークを迎えることが見込まれており、

今後一層、後期高齢者医療制度の安定的な運営が求められている。 

そのため、様々な課題に直面する高齢者医療に携わる現場の声に耳を傾けてい

ただき、以下の事項について、国による積極的な対応や実現に向けた取組を要望

する。 

 

記 

１ 制度の運営体制について 

① 後期高齢者医療制度の運営体制は、主に市町村からの派遣職員で構成され

ているため、専門的な人材育成に課題がある。後期高齢者医療制度が持続可

能で安定した運営体制を確立できるよう、抜本的な運営体制の見直しについ

て、都道府県の関与も含めた具体的な方向性を早急に示すこと。 

② 広域連合へ職員を派遣する市区町村は、職員定数の制約がある中で派遣を

行うため、定数上の緩和措置を行い、派遣しやすい環境を整備するとともに、

安定運営を目的とした広域連合の職員採用について、適切な財政措置の拡充

を講じること。 

 

２ マイナンバー制度関連について 

 ① マイナンバーカード利用によるオンライン資格確認では、被保険者がマイ

ナンバーカード利用へと円滑に移行できるよう、高齢者にも利用しやすい仕

組みを作り、国による周知・広報等を十分に行うこと。 

 ② 制度導入後における「中間サーバー」等の維持管理費及び運営費について、

広域連合の費用負担を軽減する財政措置を行うこと。 

 ③ マイナンバーカード取得促進について、被保険者証更新時等にカード申請

書等を同封する業務が実質的に不可能な団体もあるため、実施方法を見直す

とともに、マイナンバーカード取得促進に係る費用について、国の助成制度

を新たに創設すること。 

 ④ 保険者や医療機関等がオンライン資格確認を円滑に運用できる環境を整備

するための費用に十分な財政措置を講じること。 

   また、柔道整復、はりきゅう、あん摩、マッサージの施術所を含めた全て

の関係機関に対しても等しく環境整備を図ること。 
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３ 財政関係について 

① 後期高齢者医療制度の安定的な運営に必要な財政支援について、財政負担

の在り方を検討するにあたっては、地方公共団体や保険者等関係団体の意見

を十分聴取し、定率国庫負担割合の増加や国の責任ある財政支援を拡充する

等、高齢者だけが負担増とならないよう、十分な対策を講じること。 

② 財政安定化基金を後期高齢者の保険料負担の増加抑制のために活用できる

仕組みとして恒久化し、制度の安定化を図ること。 

 

４ 保険料の軽減特例について 

① 均等割の軽減特例の見直しについては、低所得者に対する介護保険料軽減

の拡充や年金生活者支援給付金の支給とあわせて実施することとされている

が、軽減特例が見直された９割軽減対象者（令和２年７割軽減）の中には年

金不受給者や課税世帯の属する者も含まれ、年金生活者支援給付金の支給を

受けられない者が存在するため、国の責任において財政支援措置を講じるこ

と。 

② 元被扶養者に対する所得割額の賦課については、「不可開始時期を引き続き

検討する。」とされているが、低所得者等の生活に大きな影響を与えるもので

あるため、現行制度を継続すること。 

③ 保険料の軽減判定を行うための所得の算定方法については、税法上の所得

をそのまま引用できるよう、制度面及び法制面での課題を早急に解決し、早

期の整理栄改正を行うこと。 

 

５ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について 

 ① 高齢者の保健事業と介護予防の一定的実施については、実施内容の詳細が

直前まで示されず、充分に現場の意見が反映できないままでの事業実施とな

ったため、今後の事業展開に当たっては、現場の意見を取り入れながら事業

内容や運用の見直しを行うなど、柔軟に対応すること。 

 ② 国の関係部署間において充分な連携・調整を図るとともに、安定的な財政

運営と人材確保に対して支援を行うこと。 

  

６ 大規模災害などについて 

① 東日本大震災で被災した、避難指示等対象地域以外の被保険者等の保険料

及び一部負担金の免除に要する費用を全額財政支援とする措置を再開するこ

と。 

② 大規模災害により被災した被保険者等の支援に要する費用については、被

災した被保険者が安定した日常生活が取り戻せるまで、国による財政支援を

継続すること。 
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７ 周知・広報について 

 ① 後期高齢者医療制度の周知広報に係る実施方法及び実施時期について、早

急に提示するとともに、制度周知に必要な所要の経費について、国の助成制

度を創設すること。 

８ 窓口負担のあり方について 

 ① 後期高齢者の窓口負担については、勤労世代の高齢者医療への負担状況を

配慮しつつも、高齢者が必要な医療を受ける機会が確保されるよう、高齢者

の疾病、生活状況等の実態及び所得状況を考慮し慎重かつ十分な議論を重ね

ること。 

 ② やむを得ず窓口負担の割合を引き上げる場合は、十分な周知期間を設け、

被保険者に対し見直し内容及び必要性について丁寧な説明を行うとともに、

激変緩和措置を講じる等負担割合が増える被保険者に十分配慮すること。 

③ 広域連合に対しても速やかな情報提供を行い、周知・広報やシステム改修

に係る費用については国が財政支援を行うこと。 

以上 

 

令和２年８月６日 

厚生労働大臣 加 藤 勝 信 様 

 

全国後期高齢者医療広域連合協議会 

会長 横 尾 俊 彦 

 

 

 


